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保育施設は随時見学をしていただくことができます。 

入所の前に、施設の見学を希望される場合は、直接施設へお問い合わせをお願いします。 

【認可保育施設】 

ひまわり保育園：（TEL）0748-58-1945／コスモス保育園：（TEL）0748-58-0896 
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１ 保育園とは 

 保育園は、保護者が仕事や病気、出産、介護などのため、家庭において十分保育することができな

い乳幼児を、保護者にかわって保育することを目的とした児童福祉施設です。 

 したがって、どのような家庭状況の児童でも入園できるということではありません。 

 

 

２ 保育園対象児 

 入園月・・・生後６か月を過ぎた月の翌月から申込みすることができます。 

（例：令和７年 12月 15日生まれ → 令和８年７月から入所の申込みができます。） 

年齢 生年月日 

０歳児クラス 令和７（2025）年４月２日 ～ 令和８（2026）年４月１日生 

１歳児クラス 令和６（2024）年４月２日 ～ 令和７（2025）年４月１日生 

２歳児クラス 令和５（2023）年４月２日  ～  令和６（2024）年４月１日生 

３歳児クラス 令和４（2022）年４月２日  ～  令和５（2023）年４月１日生 

４歳児クラス 令和３（2021）年４月２日 ～ 令和４（2021）年４月１日生 

５歳児クラス 令和２（2020）年４月２日 ～ 令和３（2021）年４月１日生 

 

３ 保育園一覧 

 

園   名 定 員 所 在 地 電話番号 

社会福祉法人 育新会 

ひまわり保育園 
120名 竜王町大字岡屋 1282番地の１ 0748-58-1945 

社会福祉法人 育新会 

コスモス保育園 
 90名 

竜王町大字七里 878番地 

（竜王西小学校グラウンドの南側） 
0748-58-0896 

 

【特別保育の状況】 

  乳児保育（０歳児）、低年齢児保育（１・２歳児）、延長保育、特別支援保育等を実施しています。 

【通園方法】 

  保護者送迎でお願いします。 

 

４ 利用者負担（保育料）について  

３歳児から５歳児までの子どもたちの保育料は無償です。 

０歳児から２歳児までの子どもたちについては市町村民税非課税世帯を対象に保育料が無料です。 

 

（１）０歳児から２歳児までの市町村民税課税世帯の保育料の算定について 

保育料は、児童と生計を一にしている保護者等（祖父母が生計の主宰者である場合は祖父母も

含む）の市町村民税課税額によって計算されます。（Ｐ.２１参照） 

  障がい児（者）を有する家庭の場合は、証明する書類の写しが必要です。 
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（２）保育料の決定について 

   ※４月から８月までの保育料は、前年度の市町村民税所得割額を基に算出し、４月中旬頃に

通知します。 

９月以降の保育料は、当該年度の市町村民税所得割額で算出し、９月中旬頃に通知します。 

   ※保育料は、園の運営等に必要ですので、毎月指定期日までに必ず納付してください。 

 

（３）給食費等について 

※３歳児から５歳児までの給食費については、保育園に直接お支払いください。 

０歳児から２歳児までの給食費については、保育料の中でお支払いいただきます。 

※保護者会費等実費徴収分について、保護者負担となります。 

 

保育料の納付は、金融機関からの口座振替でお願いします。「口座振替依頼書」をご指定の金融

機関に提出していただきますと、毎月月末（休日の場合は翌営業日）に保育料を自動振替いたし

ます。 

 

５ 入所申込みに必要な書類 

 

 ●保育所等入所（園）申込書 

 ●施設型給付費・地域型保育給付費等 教育・保育給付認定申請書 

 ●個人番号（マイナンバー）関係書類貼付書 

 ●保育の必要な事由に該当する証明書類 

保育の必要な事由 提出が必要となる書類 

１ 

就労（自営業以外） 就労証明書（町指定様式） 

就労（自営業等） 

就労証明書（町指定様式）および確定申告書の写しまたは町民

税・県民税申告書の写し 

※開業して１年以内の場合は、開業届でも可 

２ 妊娠・出産 母子手帳の写し（表紙と出産予定日が明記してあるページ） 

３ 疾病・障がい 医師の診断書、障害者手帳等の写し 

４ 介護・看護 医師の診断書、障害者手帳等の写し、介護保険被保険者証 

５ 災害復旧 り災証明書等災害復旧に従事していることがわかるもの 

６ 求職活動 就労予定申立書およびハローワーク受付票の写し 

７ 就学 就学証明書または在学証明書 

８ 虐待や DVのおそれ 公が発行する証 

９ 
復職予定 

（現在育児休業中） 
就労証明書（復帰日のわかるもの） 

１０ その他 保育に必要な証明書類 
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６ 給食について 

全ての年齢において、完全給食を実施しています。 

なお、土曜日は給食がありません。 

 

７ 副食費の免除について 

保育園や認定こども園の給食費については、幼児教育・保育の無償化に伴い、給食費の副食費分

について、免除となる場合があります。（下記参照） ※主食費は、全員徴収対象です。 

 

対象者：町民税所得割額 77,101円未満の世帯、または所得割の額に関わらず第３子以降の園児 

【第３子以降の園児の考え方】 

兄姉が小学校就学前（同一世帯のみ）から数えます。 

 

※３歳児未満（０～２歳児）については、給食費は保育料に含まれているため、給食費の徴収はあ

りません。 

 

８ 保育時間について 

通常保育時間（保育短時間認定） 

（平日） ８時 00分～16時 00分  （土曜日） ８時 00分～16時 00分 

長時間保育時間（保育標準時間認定） 

（平日） ８時 00分～18時 00分  （土曜日） ８時 00分～17時 00分 

※ただし、保護者の勤務・通勤時間の都合や、その他やむを得ない事情の場合、下記の時間内で

の保育時間の延長も可能です。  

延長保育  

(平日） ７時 00分～８時 00分、18時 00分～19時 00分 

・金額 4,000円／月（月８回以上利用の場合）、500 円/日 

※延長保育の利用については、直接保育園に申し出てください。 

※土曜保育は保護者ともに仕事があり、家庭保育ができない場合に利用いただけます。入園決

定後、園へ就労証明書の提出をお願いします。ひまわり保育園、コスモス保育園共同で実施と

なるため、どちらかの園で実施します。 

 

９ ならし保育について 

 本町では、初めて入園される子どもについては、「ならし保育」を行っています。入園した子ども

が保育経験や状況に応じ、少しずつ園のリズムに慣れていただくための大切な期間です。「ならし保

育」の期間は、入園日から７～10日間程度の期間を設けています。 

 就職日（育児休業復帰など含む）の関係から、「ならし保育」期間が十分に取れない場合は、就業

開始月の前月から申し込むことができますので、入所申込みをされる場合は、この期間を含んでお

申し込みください。 

 なお、「ならし保育」の期間も含めて利用者負担額は月額が必要となります。 
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１０ 休園日について 

日曜日 ・ 国民の祝日 ・ 年末年始（12月 29 日～１月３日） 

※お盆、年度末は希望保育期間があります。 

 

１１ 保育園で購入をお願いするもの 

  

項目 内容、目的 対象児 

制服（ﾄﾚﾊﾟﾝ） 登降園、園内および園外保育で使用 ３歳以上児 

ｶﾗｰ帽子 登降園、戸外活動で使用 全園児 

教材費 年齢・進級・新入により異なる 

園活動において使用 

個人使用、管理のもの（名札・出席ﾌﾞｯｸ・のり・はさみ・

粘土･ｹｰｽ・氏名ｺﾞﾑ印･ｸﾚﾊﾟｽ･ﾏｰｶｰ・栽培ｾｯﾄ） 

 

日本ｽﾎﾟｰﾂ振興 

ｾﾝﾀｰ掛け金 

在園中の災害共済給付制度 全園児 

給食費 給食にかかる主食･副食代 

(主食 月 1,000円 副食 月 5,000 円) 

※参考価格のため、金額が変動する場合がございます。 

３歳以上児 

※上記の金額については参考です。変更があれば園よりお知らせします。 

 

 

１２ 年度途中（令和８年５月以降）の入園にかかる随時申込みの手続きについて 

 令和８年５月以降の入園申込みについては、下記の締切日までに、必要書類を竜王町教育委員会

事務局教育総務課まで提出してください。 

 ただし、一斉申込みの期間内に申込みされた方が優先となりますので、ご留意願います。 

 なお、入園希望先の施設の見学等については、直接、施設へお問い合わせください。 

 

書類（設置・受付）場所  :竜王町教育委員会事務局教育総務課（総合庁舎２階） 

 受 付 時 間 ：８時 30 分から 17時 00分（土曜日、日曜日、祝祭日は除く） 

 提 出 期 日 ：入園希望月の前々月の月末まで（月末が土・日・祝の場合は前開庁日） 

 

令和８年度（５月入園以降）入園随時申込み締切日 

入園希望月 締切日 入園希望月 締切日 入園希望月 締切日 

５月１日 ３月 31 日 ９月１日 ７月 31日 １月１日 11月 30日 

６月１日 ４月 30 日 10月１日 ８月 31日 ２月１日 12月 25日 

７月１日 ５月 29 日 11月１日 ９月 30日 ３月１日 １月 29 日 

８月１日 ６月 30 日 12月１日 10月 30日  
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１３ 途中入園（令和８年５月以降）の場合の入園決定の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１４ 保育利用の留意事項 

＊入園申請後や在園中に世帯の変更、保育の必要性に変更が生じたときは変更申請書の提出が必要

です。 

また、年度途中で就労先を変更されたときは、再度就労証明書の提出が必要です。 

＊保育園を退園される場合は月末が退園日となりますので、退園される月の 15日（休日等の場合は

前日の平日）までに、必ず退園届を教育委員会事務局教育総務課まで提出してください。 

なお、月中の通園の実態に関わらず、各月初日時点で在籍していれば、保育料等は発生しますの

で、ご注意ください。 

＊育児休業中であっても、次年度に就学を控えている等、入園児童の環境変化に留意する必要があ

る児童については継続入園することができますので、ご相談ください。 

＊育児休業延長のために「入所待機証明」を希望される方は、教育委員会事務局教育総務課まで 

ご連絡ください。 

 ●入園申込書等の提出（入園希望日の前々月末日まで） 

     

 

 ●入園調整 

    ・各施設等と入園調整 

 

 ●結果通知 

    ・保護者あてに「入所承諾書」または「入所保留通知」を送付します。 

 

 

 

 

 

 

【入所保留】 

● 保育施設に空きが出た場合に随時

教育総務課からご連絡させていただき

ます。 

 

● 入所保留期間中に、保育施設の利

用が必要なくなった場合は、必ず辞退

届の提出をしてください。 

【入所承諾】 

● 各施設で入園前に面談等を実施し

ます。通知到着後、施設と日程調整の

うえ入園の準備を行ってください。 

 

● 原則、入園は各月初日、退園は各

月末となります。退園される場合は退

園される月の 15 日までに退園届の提

出をお願いします。各月初日時点で在

籍していれば保育料等は発生しますの

でご注意ください。 
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階層区分 保育標準時間 保育短時間

第1(A) 0 0

第2(B) 0 0

第
3(C1)(C2)

17,550
（8,330）

17,250
（8,180）

第4(D1)
27,000

（9,000）
26,540

（9,000）

第5(D2)
27,000

（9,000）
26,540

（9,000）

第6(D3) 27,000 26,540

第7(D4) 40,050 39,360

第8(D5) 54,900 53,960

第9(D6) 72,000 70,770

第10(D7) 73,850 72,590

備考6　備考5の規定にかかわらず、生計を一にする子どもが複数人いる世帯の市町村民税所得割課税額が57,700円
未満である場合における利用者負担額は、最年長の子どもから順に2人目は利用者負担の額の欄に掲げる額の半
額、3人目以降については無料とする。

備考2　所得割の額を計算する場合において、教育・保育給付認定保護者または当該教育・保育給付認定保護者と
同一の世帯に属する者が指定都市（地方自治法第252条の19第1項の指定都市をいう。）の区域内に住所を有する者
であるときは、これらの者を指定都市以外の市町村の区域内に住所を有する者とみなして計算する。

備考3　市町村民税非課税世帯には、養育里親等(児童福祉法(昭和22年法律第164号)第6条の3第8項に規定する小規
模住居型児童養育事業を行う者、同法第6条の4第2項に規定する養育里親または同法第7条第1項に規定する児童福
祉施設(乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設および児童自立支援施設に限る。)の長を含む。

備考7　備考5および備考6の規定にかかわらず、生計を一にする子どもが複数人いるひとり親世帯等の市町村民税
所得割課税額が77,101円未満である場合における利用者負担額は、最年長の子どもから順に2人目以降については
無料とする。

利用者負担の月額(円)各月初日の保育を受ける子どもの属する世帯の階層区分

備考1　地方税法(昭和25年法律第226号)第292条第1項第2号の所得割を計算する場合には、同法第328条の規定に
よって課する所得割を除き、同法附則第5条の4第6項その他の内閣府令で定める規定による控除をされるべき金額
があるときは、当該金額を加算した額とする。

備考4 保育料の月額の括弧書きは、父子家庭、母子家庭または在宅障害児(者)を有する世帯(以下「ひとり親世帯
等」という。)の場合に適用する。

備考5　同一世帯に保育所、幼稚園、認定こども園、地域型保育事業所、企業主導型保育事業所、特別支援学校幼
稚部もしくは児童心理治療施設通所部に入所し、または児童発達支援もしくは医療型児童発達支援を利用している
小学校就学前子どもが複数人いる場合は、最年長の子どもから順に2人目は利用者負担の額の欄に掲げる額の半
額、3人目以降については無料とする。

保育所保育料

備考8　備考5から備考7までの規定にかかわらず、生計を一にする子どもが複数人いる世帯の市町村民税所得割課
税額が97,000円未満である場合における利用者負担額は、最年長の子どもから順に3人目以降については無料とす
る。

生活保護法(昭和25年法律第144号)による被保護世帯

定義

市町村民税非課税世帯

市町村民税均等割課税世帯および市
町村民税所得割課税額48,600円未満

市町村民税所得割課税額48,600円以
上57,700円未満

市町村民税所得割課税額57,700円以
上77,101円未満

市町村民税所得割課税額77,101円以
上97,000円未満

市町村民税所得割課税額97,000円以
上169,000円未満

市町村民税所得割課税額169,000円以
上301,000円未満

市町村民税所得割課税額301,000円以
上397,000円未満

市町村民税所得割課税額397,000円以
上

第1階層を除き、当該年度の4月分
から8月分までの利用者負担の額
の算定にあっては前年度分の、当
該年度の9月分から3月分までの利
用者負担の額の算定にあっては当
該年度分の市町村民税の額の区分

が右欄の区分に該当する世帯


